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1.背 景
本稿 は、イ ン ドネシアの地域保健 活動の一 つ として知 られ るボスヤ ン ドゥ(ρosッ翻 伽)1を 題材 として、
イン ドネシアの地域社会(カ ンポ ン2)、殊 にボスヤ ン ドゥの担 い手で あ るカデル(ん α伽)か ら見た、 「開
発の時代 」を再構成 しよ うとす るものであ る。 スハル ト大統領 が政権 を握 った 「新秩序」体制下 のイ ン
ドネシアは、1950年 代末か ら1990年 代初頭 にお けるその他 の東南 アジア諸 国 と並 んで、「開発主義」を標
榜 す る 「開 発 体 制」 と して位 置 づ け られ て きた[岩 崎1994;加 納2003;佐 藤2002b;末 廣1992,
1998a,1998b,1998c,2002]o
「開発主義」 とは、 「工業 化の推進 を軸 に、個人や家族や地域社会 ではな く、国家や民族 な どの利害 を
最優先 させ、 そのた めに物的人 的資源 の集 中的動員 と管理 を図 ろうとす るイデオ ロギー」[末 廣1998a:
1正 式 名称 、統 合 サー ビス ポス ト(加 ∫ρ6勿伽 伽 孟吻 α伽)の 略称 で あ る。 ボ スヤ ン ドゥが、 大統 領 決定 によ って国家
政 策 と して採用 され たの は1985年 の こ とで あ る(大 統領 決定 第23号)。 厳 密 に は、 ボスヤ ン ドウ とは保健 サ ー ビス を
提 供 す る臨時 の会場 を さす。 しか しなが ら、イ ン ドネ シ アにお いて は実際 の ところ、そ うした会場 で行 われ る活動 そ
の もの、 また 、組織 その もの も含 めて ボス ヤ ン ドゥ と呼 ばれて お り、本稿 で もそれ を踏襲 す る。
2カ ンポ ン とは、 しば しば ス ラム と同 一視 され るが 、 マ レー語で ム ラの こ とで あ り、 ジ ャカル タの人 々 のあ いだで は、
大衆 の居住 地 といっ た意 味合 い を もっ 言葉 と して流 通 して い る[布 野1991:3]。 しば しば、 「都 市の ム ラ」 とも形
容 され る。
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2]で あ り、 そこでは、冷戦体制 を前提 とした国家 に よる危機管理体制、キ ャッチア ップ型工業化 と国
家 に よ る管 理、 「成 長 イ デ オ ロ ギ ー」の 浸透 と国 民 的 共有 が 図 られ た[末 廣1992,1998a,1998b,
1998c,2002]。 末廣 は、こうした 「開発主義」を指向す る政治経済体制が成立 した時代 を 「開発の時代 」
と位置づ けてい る。 したがって、イン ドネ シアの場 合、「開発」を強力 に推進 したスハ ル トが実質的 に政
権 を掌握 していた1966年 か ら1998年 を、「開発 の時代」と看傲す ことがで きよう。 イン ドネ シアの文脈 に
おける 「開発の時代 」 とは、 スハル ト大統領 の リーダーシ ップの も と、 「『開発』 とい う単一の国策 目標
に向けて政府が国民を強力 に組織 し動員 した時代」[加納2003:352]で あ り、そのバ ックボー ン として、
「軍部の行政 ・政治への大 幅関与 を背景 に、中央政府 を牛耳 る少数:の支配者 に権力 を集 中す る仕組み」
[加納2003:352]が 構築 された とい う。
開発計画 を地域 レベルで実施す る際 に、開発 に住民 を取 り込む こ とを目的 として、政府が構 築 ・利用
したのが、準官製組織 であ るとい われ る。 とりわけ、1970年 代以降、 「ゴ トン ・ロ ヨン」(相 互扶助)の
「伝統」 を強調 し、準官製組織へ の住民参加 を通 じて、政府 は住民 を開発 ・統 治機構 のなか に組み込ん
で きた[梧 沢2004]。
本稿 が取 り扱 うボスヤン ドゥは、 まさにそ うしたスハル ト体制の制度 的な完成期で ある1985年 に設置
された地域保健 活動 の一つ であ り、先行研 究においては 「上か らの」強制 によって設置 ・維持 された組
織 とみな されて きた[Achmadl999;佐 藤2002b:66]。 ボスヤ ン ドゥの設置 目的 は、家族計画サー ビス
と母子 を対象 とす る予 防接種等の保健 サー ビスを住民 によ り身近な場所 で提供 す ることによって、乳幼
児死亡率 と出生率 を低 下 させ る こ とにある。 ボスヤ ン ドゥは、住民参加方 式 を採 り入 れた こ とに よっ
て、短期間 に全国 に普及 し、一定 の成功 を収めた と評価 され ている。 その反面 、ボスヤン ドゥは、新秩
序体制下の、保健部 門における、開発政 策の一 プログ ラム として位置づ けられて もいる。 それ は、 ボス
ヤ ン ドゥが政府 のプログラムの一つであった ことや、 ボスヤ ン ドゥの担い手であ るカデルの供給母体 と
され るPKK(家 族福祉育成)活 動3が 、 まさに準 官製組 織 として 「動員」の媒体 として機能 して きた、
とい う認識 に根 ざ してい る[AchmadI999;倉 沢1998]。 先行研究 の多 くは、ボスヤン ドゥやPKK等 の
準官製組織 を通 じて行われ る地域活動 を4、住 民の 自発性 に拠 るもので はな く、 「動員」 による活動 とし
て とらえてい る。
ボスヤ ン ドゥを含 め、スハル ト期の準官製組織 に関す る先行研 究の多 くが、概 して、 それ らの組織 の
「動員」性 を強調 し、組織 に参加す る参加者や活動 の地域社会 にお ける文脈 についてほ とん ど考慮 して
こなかった。準官製組織 は、 もっぱら統 治機構 の末端 に位置す る従属的な組織 として位置づ け られ、生
活世界 に根 ざ した組織 として とりあげ られて こなか った。
スハル ト期 の地域住民活動 に関す る先行研究 は、「動員」の側面 を強調 して きたが、その最大の理由は、
先行研 究が、RTIRWの ような準官製組織が 日本 占領下の ジャワで導 入 され た点 を重視 し、それ らの歴史
的貫通 性 を強調 した ことと、政治構造 ・政治体制 の研究枠組み に依拠 して、地域社会や地域活動 を分析
す ることにあ る。 スハル ト期 には、任意 の組織化が容認 されず、準官製組織 の枠組み のなかでのみ地域
活動 ・組織化 が認 め られて きた[白 石1992]。 この意味で は、スハル ト体制 における準官製組織 は、枠
組み として は 「動員」型 の組織で ある。 さらに、先行研究 は、政府文書 や、地域住民 に対す る、活動の
概要、フォーマルな設置 の契機等 に関す る聞 き取 りを主 に利用 してきた。 これ らの資料 は、「動 員」側面
を強調 す る うえで効果 的で ある。政府 は明 らか に住 民の包摂 を意 図 してお り、 したがって政府文書 の
3日 本 の婦 人 会 に あた る女性 組織 で あ り、主 に生活改 善 を行 って きた。 ちな み に2000年 には、 「家族 福祉 エ ンパ ワー メ
ン ト活動 」 と改 称 された[TimPenggerakPK:KPropinsiDKIJakarta2001:4]
。
4開 発 計画 を地域 レベ ルで実 施 す る こ とを一 つの 目的 として
、政 府 は準 官製 組織 を構築 した。
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端々 にはそ うした意図が散見 され る。 また、準官製組織 の設 置 は基本 的に は政府 の指示 に基づ いてお
り、 この点 も 「動 員」 とい う解釈 を支持す る。 これ らの政府文書 に依拠 した研究 だけで は、地域 社会 の
個性や、地域社会 の構造 を掴み とるこ とがで きない。
これ らの先行研究 とは対照的 な立場 に立つ本研究 は、 これ まで軽視 されて きた、準官製組織の地域社
会における位置づけについて取 り上 げ、準官製組織 を生活世界 に根 ざ した組織 として位置づ ける。 その
作業 を通 じて、ボスヤ ン ドゥ分析 を通 じた 「開発 の時代」 の照射 を試み る。
以上 の点 について吟味す るのに、まさに現在が時宜 を得てい るように思 われ る。 とい うのは、第一 に、
スハル ト政権 の崩壊 は、スハル ト期(「開発 の時代」)の総括 を可能 に してい るか らで あ る。 「開発の時代 」
にも存在 していた ものの、「当時の政府が政治的 に封 じ込めていたために表面化 しなかったか、研究の中
で捨象 されて しまった」諸要素 に光 をあて、ポス ト・スハル ト期の現在 か ら、 「開発 の時代」 を遡及的 に
とらえよう とす る視座が提案 されてい る[末 廣2002:3]。 第二 に、新秩序 時代 に、住民 を 「動員」す る
各種の プログラムは1970年 代半ばか ら1980年 代半 ぼを中心 に導入 された といわれ るが、 当時、 それ らの
プログラムに携 わった住民が、現在 高齢化 してお り、 その うちの少なか らずが 引退 した り、死去 した り
しはじめてい るか らである。聞 き取 りに も とつ く 「開発の時代」の生活世界か らの再考 は、当事者が存
命中の現在 しかで きない作業であ る。ボスヤ ン ドゥにっ いて も、既 に、設立 当初 のカデルの多 くが引退
し、一部が鬼籍 に入 っている。
さらに、スハル ト退陣後 のイ ン ドネシアで は、地方分権化が試み られてい る。 こうした動 きに連動 し、
ジャカル タ首都特別 区の町 レペルで は、住 民のエンパ ワーメン トを目指す クル ラハ ン委員会が設置 され
ている。 これ らの住民エ ンパ ワーメ ン トの試 みが定着す るか否か を、従 来の地域住民活動 との比較 をつ
うじて分析 す ることが一つの課題 として立ち現れて い る。
2.課 題
本稿 の課題 は、何 よ りも、ボスヤ ン ドゥ分析、 とりわけ活動の担い手であ るカデル の分析 を通 じた、
地域社会か らみた 「開発の時代 」の再構成 にあ る。先行研 究が指摘 す るような 「動員」の論理 によって
は説明で きない側面、 それ以上の含意をボスヤ ン ドゥ活動 に見出す こ とに重点 を置 く。 この 目的は、具
体的には、次 の3つ の課題 に通約 され る。本稿 では、 これ らの課題 に対 して、地域社会 に内在的な経験
的調査 によって得 た資料 を利用 しなが ら議論 を展開 す る。
第一 に、 ボスヤン ドゥの設置 と維持 が、必 ず しも 「上か ら」の強制 とい う、先行研究が指摘す る論理
によって説明で きない ことを示す こ とであ る。 この目的のた め、カデル に対 す る聞 き取 りを通 じて、ボ
スヤ ン ドゥ設置 および展開の歴史 を遡及 的にた どり、再構 成す る。具体 的には、 カデ ルに対 して、誰 が
設置の要請 を行 い、 カデルが何 故活動 に参加 したのか とい った、 ボスヤ ン ドゥ設置の背景 と文脈 を明 ら
か にす る。 また、カデルが無 自覚 に受 け入れてい る諸条件 につ いて も吟味す るために、A地 区、B地 区、
C地 区(後 述)の カデル と配偶者 の地域社会 における役職 歴や ライ フ ・ス トー リー、親族 関係等につい
ても詳述す る。第二 に、第一 の論 点 と重複す るが、ボスヤ ン ドゥとPKK活 動 とを必ず しも同一視 で きな
い こ とで あ る。ボ ス ヤ ン ドゥ長 とPKK(RW)長 との間 に コ ン フ リク トが 生 じ うる こ とや、PKK:
(RT/RW5)と の関係 にお けるボス ヤン ドゥの活動 につ いて説 明す る。第三 に、 ボスヤン ドゥの組織化
が、ジ ャカル タ内において も、多様性 を もち、地域 によって は、 ボスヤ ン ドゥが地域 のネ ッ トワー クの
一つの結節点 として機能 してい るこ とであ る
。A地 区、B地 区、C地 区の事例 を検討す るのみな らず、
5RT(R擁 観 窺 襯認 の お よびRW(R嬬 襯 肱 櫛o)は 、 日本 の町内 会的 な地域 住 民組織 で あ る・RTお よびRWの 両組
織 をあ らわす場 合 に はRTlRWと 、RTIRW両 レベル のPK:K組 織 をあ らわす場 合 に はPKK(RT/RW)と 表 記 す る。
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イ ンナー ・シティ ・カンポ ンと郊外 カンポンの ボスヤ ン ドゥ活動 の果 たす機能 を対比 させ るこ とに よっ
て この課題 にせ まる。
3.方 法
筆者 は、 ジャカルタ首都特別区 中央 ジャカル タ市チ キニ(Cikini)町 、同市 クウィタン(Kwitang)
町、 同特別 区東 ジャカルタ市チ ラチャス郡チ ブブール(cibubur)町 において、2002年6月 か ら7月 ま
で予備調査 を、2002年8月 か ら2003年9月 まで本調 査 を、2004年3月 、2004年8月 か ら9月 に補足 調査
を実施 した。 チキニ町 とクウィタン町 は、イ ンナー ・シテ ィ ・エ リア としての、チ ブブール町 は郊 外地
区 としての特性 をもっ。
第一 に、質問票 を用 いたインタビュー調査 は、3町 の うち、ボスヤ ン ドゥが存在 す る全地区(RW)
の(1)各ボスヤ ン ドゥ長 もし くはボスヤ ン ドゥ長代理、(2)カデル を対象 とし、なかで も(3)チキニ町A地 区、
クウィタン町B地 区、チブ ブール町C地 区のボスヤ ン ドゥ長 お よびカデルを対象 として、 よ り詳細 な聞
き取 りを行 った。 チキニ町は5箇 所 の、 クウィタン町 は9箇 所 の、チ ブブール町 は14箇 所 のRWか ら構
成 され、 それ ぞれ に1箇 所 ずつ(た だ しチブブール町で は13箇 所)の ボスヤン ドゥが設置 されてい るた
め、合計30箇 所のボスヤ ン ドゥの代表者 に対す る聞 き取 りを行 った(1)。調査時、チ キニ町に は34名 、 ク
ウ ィタン町 には41名 、チブ ブール町 には236名 のカデルがお り、筆者 はその うち、それぞれ、31名(全 体
の91.2%)、35名(同85.4%)、165名(同69.9%)に 対 して、基本 的な属性 に関す るイ ンタビューを実施
した(2)。カデル に対す るより詳細 な調査で は、調査 票 に基 づ くインタ ビュー調査 を、A地 区お よびB地
区のカデル全員(12名 と5名)、C地 区の1名 を除 くカデル(27名 。ただ し、一部13名)に 対 して行 った。
インタビュー調査 の他、 ボスヤ ン ドゥに関連す る、地域保健 センター、国家家族計画調整庁、町役場
(クル ラハ ン)、RW、PK:K:関 係者 も聞 き取 りの対象 とな った。 この他、イン ドネ シア国立図書館、ジ ャ
カルタ首都特別区役所 、ジ ャカルタ首都特別区公文書館 、国際戦 略聞題研究所、保健 省、国家家族計調
整画庁6、 コンパス(Kompas)本 社等で文献資料収集 を行 った:。
4.結 果
ボスヤ ン ドゥ活動 は、地域住民 によって組織 され る 「地域住民活動」で あ りなが ら、スハ ル ト政権下
のイ ン ドネシア に浸透 したRT/RWやPKKの よ うな準官製 の住 民組織 と同様 に、政 府の要請 に対す る住
民の受動的な受容の結果 として位置づ け られて きた。 それは、ボスヤン ドゥが、スハル ト政権 が構築 し
た政府行政機構 の全 国的な浸透 を踏 まえた うえで設置 されてお り、 この意味で 「開発の時代」 の一 つの
所産で ある ことに起 因す る。 こうした多 くの先行研 究の中に投影 され る、「開発 の時代」の一面 的な地域
社会像 に対す る疑問か ら、本稿で は、 ボスヤ ン ドゥの成 立 と展 開につ いて、ジ ャカル タ首都特別 区の、
それぞれ地域特性 の異 な る三地 区の ボスヤ ン ドゥ組織 とカデル の分析 を通 じて、地域社会 に内在的 な
「開発 の時代」の再構成 を試 みた。上述 の第一 ・第三の課題 にっいては主 に第4章 か ら第7章 で、第二
の課題 について は主 に第7章 で論 じてい る。
少な くとも、 ボスヤ ン ドゥの設立 の経緯 および展開 を、当時のカデルの語 りやカデルが保管 す る資料
か ら再構成す る ことので きる、 インナー ・シテ ィ地 区(チ キニ町A地 区および クウィタン町B地 区)に
おいては、概 して、 ボスヤ ン ドゥの設置 は、行 政一準官製組織 とい うヒエ ラル ヒカル な経路 を介 した、
「上か らの」指導 に準拠 してお り
、 この意味で、 ボスヤ ン ドゥは政府 のプログラムの枠組 みの中に位置
6BKKBN(BadanKoordinasiKeluargaBerencanaNasional)o
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づ けられ る。設置 に際 して、開発政策 を展 開す る過程 で組織 化 されたRTIRW、PKK等 の準官製組織 の
枠組みが巧 みに利用 されて きた。
しか しなが ら、設立の背景お よびカデルの参加契機 を丹念 にた どることによって、 ボスヤ ン ドゥの設
置 と、活動 の担い手で あるカデル の選 出が、必 ず しもPKKやRT/RWの 役職 者が政府の要請 に対 して機
械 的に反応 した結果で はない ことが明 らかになった。一部のカデル に とって、 ボスヤ ン ドゥへの参加が
RT/RW役 職関係者 としての義務 で あ るこ とを否定で きない。他 方で、一部 のカデ ルは、活動へ の参加
を、 自分や地域社会 に とっての 「機会」拡大、例 えば、政 府資源 を取 り込 む機会や、地域住民 に貢献 す
る機会、 自らのニーズ を充足 す る機会 として認識 して いる。
もっ とも、 こうした ボスヤ ン ドゥ活動 が近年、 インナー ・シテ ィ ・カ ンポンで あるA地 区で は停 滞 し
はじめてい る。 これ に対 して、A地 区 と同 じ くインナー ・シティ ・カ ンポ ンで あ るクウィタン町B地 区
では異 な る現象がみ られ る。通貨危機や洪水等々へ の対応 として、B地 区に流入す る資源量の増加 を背
景 にカ デルの活動範囲 が拡大 して い る。外 部資源の配分 の媒介者 としての カデルの機 能 は、 ボスヤ ン
ドゥが恒常的 に活動 を実施 し、カデルが住民 と地 区外部 との信頼 で きる媒介者 として の機能 を果た して
きた ことや、住民 とカデルのネ ッ トワー クが蓄積 されて きた こ とによる。カデルの媒介者 としての機 能
は、上述 のよ うに地域内の住 民 と外部資源 を結 びっ ける一方で、政府 の プログラムに しば しば活用 され
かねない とい う意味で、両義的であ る。
郊外 カ ンポンで あるチ ブブール町C地 区で は、B地 区 とは異な る理由 によってカデルの活動が活発化
してい る。 もちろん、人 口構造 の変化 に よる影響 もC地 区 のボスヤ ン ドゥ活発化 の要 因 として当然考 え
られ ようが、 町やRWレ ベルでの人 口学的 な資料 の蓄積が乏 しいために、 ボスヤン ドゥの潜在 的な参加
者であ る5歳 未満児の相対的な増加 といった人 口構造の変化 に関す る詳細 は不明で ある。 しか し、人 口
構造 の変化 を別 として も、C地 区のボスヤ ン ドゥは、 カデル人数の増加 や、 ミニ・ボスヤ ン ドゥの設置、
ボスヤ ン ドゥ ・コンテス トへの参加 とそれに連動す るカデルの動 き とい った点 で、活発化 して いる とい
うことがで きる。 その一っの理 由 として、筆者 は、C地 区 に特徴 的なボスヤン ドゥの組織化 に注 目した。
それは、一見 する とRTやRWの よ うな枠組み を通 じたカデルの リクルー トで あ りなが らも、実 際には、
来住 層 と地付層 とか ら成 るカデルが、PKK:(RTIRW)の 組織構成 を利用 しなが ら組織化 されてい るリ
クルー ト構造で ある。イ ンナー ・シテ ィにおいては地付層 の親族 や古 くか らの友人 のネ ッ トワー クを通
じたカデルの リクルー トであったのに対 して、郊外 のC地 区で は、別様 の リクルー ト様式、来住 層 と地
付層双方 との混合 によってボスヤ ン ドゥが組織化 されてい る。 しか も、C地 区ではA地 区やB地 区 とは
異 な り、PKK(RW)長 の下位で ボスヤ ン ドゥを組織す る とされ るボスヤン ドゥ長 とPKK(RW)長 と
が リーダーシ ップをめ ぐって対立関係 にあ り、 こうした関係性がC地 区のボスヤ ン ドゥのネ ッ トワー ク
機能を さらに高 めて もい るのであ る。
以上 を要約 すれ ば、本稿 は、先行研究 において批判 され る対象で しかなかった、準官製組織、そ して
地域社会 の能動性、エージ ェンシー、お よび、両義性 を地域社会の実態 にそ くして論 じた もの とい うこ
とにな ろう。第4章 か ら第7章 までの事例分析 に よって、上述の第一の課題 に対す る回答 として、ボス
ヤ ン ドゥの設置 と維持が 「上か ら」の強制 によって必ず しも説 明 されない、 とい う結論が得 られた。チ
キニ町 の場合 の よ うに、 ボスヤ ン ドゥの展 開 を歴史 的 にた どるな らば、一つの町 内においてで さえ、
様々なバ リエーシ ョンが確認 され る。第二の課題 に関 して も、第7章 の分析か ら、ボスヤ ン ドゥとPKK
活動の リーダーシ ップが必ず しも一枚岩 ではな く、 この意味 にお いて両者 を同一視で きない とい う結果
が示 された。第三 に、A地 区 とB地 区の ようなインナー ・シテ ィ ・カ ンポン とC地 区の ような郊外 カ ン
ポン との対比 か ら、 ボスヤ ン ドゥの組織化が、 ジャカル タ首都特別 区内において も、多様 性 をもち、地
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域 に よって は、ボスヤ ン ドゥが地域の ネ ッ トワー クの一つの結節 点 として、 したが って、女性の エー
ジェンシーを実現 する、 あるいはエ ンパ ワーメン トの契機 として機 能 してい ることを明 らか に した。
5.考 察
先行研究 において、 スハル ト政権 は、 時に物理的暴力 を用 い、 またそれ を意図的 に 「国民」 に印象づ
けることに よって 「国民」を統制 す るとともに、各種の準官 製組織 を通 じて人 び とを組織化 す ることに
よって、「開発 」プログラムに動員 して きた といわれて きた[小 林2004]。 今 日のイ ン ドネシ アにおいて、
内外か らの批判 によって、政権 があか らさまな物理 的暴力 を行使 す る ことに は歯止 めがか け られ てい
る。他方で、イ ン ドネ シアにおいて人 び とをエ ンパ ワーメ ン トしようとす る各種の プログラムが試 み ら
れてお り、 こうした プログラムの実施 に際 して、 その影響 力が低下 している とはいえ、準官製組織 を通
じて何 らか の プロ グラムを人 び とに浸透 させ よう とす る政府 の姿勢 はい まだ に変わ らない よ うにみえ
る。 この意味で、スハル ト体制下 一ポス ト・スハル ト体制 を通 じて、 イン ドネシ アの人び との生活 も地
域社会 も国家権力が行使 され る只 中に置かれて きた。のみな らず、住 民が国家権力 に対峙す る場 として
の潜在的可能性 をもつ地域社会 も、 国家権力の浸透 を促進 す る媒体 にな りうる し、 さらに言 えぼ、 国家
権力 とは別 に、地域 社会 が独 自に、モ ラルや 「伝統 」の名 に よって住民 の統制、監視 、動 員をはか る こ
ともある。
これ らの留保 をつ けたた うえで、筆者 はイ ン ドネシ アの地域社会 と住民活動お よび組織化 の可能性 に
ついて論 じて きた。殊に、 ボスヤン ドゥの求心力 を解 明す るために、筆者 は、イ ンナー ・シテ ィ ・カン
ポン と郊外 カンポンの組織化 を対比 させ、「実践 コミュニテ ィ」概念 を利用 した。その一方 で、ボスヤン
ドゥを実践 コ ミュニテ ィとして位置づ けた本稿 の分析 がカデルを中心 とした ものであった とい う限界 を
指摘 しなけれ ばな らないだ ろう。実践 コ ミュニ ティを地域社会 の分析手法 として導入す ることは、一面
で、 カデルで ある住 民 に限 られたエンパ ワーメ ン ト、エージ ェンシーを強調す るこ とに結びつ きかねな
い。 この課題 を乗 り越 え る一っ の方法 は、カデル以外 の地 域住民 との関係性 のなか にカデルを位 置づ
け、 カデ ルの階層性 の存在 の有無 を確認す るこ とであ る。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、 これ まで社会学 に とどまらず、開発研究 一般 において どち らか とい うと等閑に附 され てき
た、 イン ドネシ アの地域保健活動で あるボスヤ ン ドゥ、 とりわけその担 い手であ るカデルの 日常活動 の
分析 を介 して、いわゆ る 「開発 の時代」 にお ける地域社会 の存在形態 と生活世界のあ り様 を明 らか に し
よう とす る もので あ る。分析 はDKIジ ャカル タの3地 区 を事例対 象地 とす る、3年 間 にお よぶイ ンタ
ビユー調査、関連諸機 関へ の聞取 り調査、資料踏査等 に よる成果/知 見 に基づいてい る。
全体 は序、それに続 く第1章 か ら第7章 に至 る本論 、そ して結語 よ り構成 され る。
まず序で は、いわゆ る 「開発主義」が 「上か ら」の動 員 とい う性格 を色濃 く帯びてい るに もかか わ ら
ず、 ボスヤ ン ドウの設置 と維持 の理 由が必ず しも 「上か ら」 の強制 の論理 に収敏 し得 ない こと、 またボ
スヤン ドウの組織化 が多様性 を有 し、 なか には地域 のネ ッ トワークの結節点 として機 能 している ことを
明 らか にす るこ とによって、本論文のね らいが 「上か ら」 の支配 の論理 にか らめ とられない 「もうひ と
つ の」地域社会像 を描 きだす ことにあるこ とが指摘 され る。
第1章 で は、如上 の問題 関心 を受 けて、 これ までの 「開発体制」研 究の問題点 、 と りわ けそ こで の
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「地域社会」の把握 方法が批判的 に検討 され る。 そ こで は、研究系譜 を通 して常 に 「動員」が鍵概念 を
な して きたが、 それは政治 的動員 に一元化 されてお り、 それ を とらえかえす生活 の論理が等閑視 されて
きた こと、畢 寛、 「地域 の欠落」がみ られた ことが指摘 され る。そ してそれにた い して、 「上 か ら」 の論
理 と 「内か ら」の論理 が重層的 にか らみ あう 「相互作用の場 としての地域社会」 とい う把握 方法が、 そ
れ じたい社会学的含意 を有 するもの として提示 される。 こうして序で描述 され た 「もうひ とつの」地域
社会像が既存の研究 系譜 の理論的整序 を介 して浮 き彫 りにされ る。
第2章 では、ボスヤ ン ドゥの制度的な布置構成が 「上か ら」の組織編制 に即 して明 らかに され る。 ボ
スヤン ドゥは国家装置 一地方行政機構の最末端 に位置つ くLSD/1.KMD→PKKの 設置 に符節 を合 わせ て
いわゆる準官製組織 としてつ くられた ものであ り、 それ じた い、保健行政機構 の組織的変遷 と共振 して
いた ことが指摘 され る。そ して トップダウンの開発体制 の下で、RT/RW-PKKを 戦略的拠点 として国
家 プログラム としての家族計画 にボスヤ ン ドゥが統合 されてい く現実の過程が詳細 に描かれ る。 ここで
は、 ボスヤ ン ドゥの出 自/存 立根 拠が 「上か ら」 の動員の機制 に求め られ る。
続 く第3章 以下 では、視点 をフィール ドに移 して、如上の 「上か ら」の動員が地域 の側 で どう とらえ
られ/と らえか えされているのか について具体 的に検討 され る。 まず第3章 で は、事例対象の三つの地
域 のうち二つがイ ンナー ・シテ ィに立地 す るカ ンポンで あ り、い まひ とつが郊外のカ ンポンであ ること
が指摘 されたのちに、 それ らが ボスヤ ン ドゥの活動 の好/不 況 と密接にか らみあった地域類 型 をな して
い ることが述 べ られ る。 そ して それぞれの地域 ごとにボスヤ ン ドゥの構造 と機能が概 観 され、第4章 以
下への導入が こころみ られ る。
ところで、 イ ンナー ・エ リアの一つであ るチキニを事例 対象 とす る第4章 で は、 ボスヤ ン ドゥが 「上
か ら」の設置 の文脈 で とらえ られ なが ら、カデルのモ チベー シ ョン と属性 を綿密 に分析す る中で、行政
のイニシ アテ ィブではな く、住 民の発案 と協 力 に底礎 す るボスヤ ン ドゥの一面が クローズ ア ップ され
る。 そ して、地元生 まれ としての意識、住民の生活 お よび健康 を改善 しようとす る意識が ボスヤ ン ドゥ
の底流 をな してい ることが確認 され る。 この ように して ボスヤ ン ドゥが準官製組織 としての両義性、 す
なわち、行政 の補完機関 として対応 ・機 能 しなが らも、 なおかつ住民の意志 の現れ として存在す ること
が明 らか にされ るのである。 同時 に、それが通貨危機以降、 カデルの潜在 的な供給源 の縮小 な どの事態
に端的 に観 られ るように過渡的性 格 を帯 びつつあ ることが しるされ る。
いまひ とつのイ ンナー ・エ リアであ るクウ ィタンをフィール ドに据 え る第5章 で は、通貨 危機 以降の
ボスヤ ン ドウの様態 に照準が当て られてい る。廉価米販売 プログラムお よび保険証 プログラムか らな る
ソーシャル ・セー フテ ィ ・ネ ット ・プログラムを通 してみた ボスヤ ン ドウでは、 そ こで活動す るカデル
が貧困や栄養 不良な どの状態 にある住民 を、上述 の支援 プログラム に結びつけ る媒介者 として機能 して
いるこ とが指摘 され る。 そ して とりわ けPKKの ような活動 の累積が乏 しい地域 にあって、ボスヤン ドウ
が住民登録 の ような公 的な業務 に積極 的 にかかわって い くなかで、資源 があ くまで も外部か ら提供 され
る上述の ような支援 プログラムを、地域 の側 に引 き寄せて展開す る磁場 が形成 されつつ あるこ とが強調
され る。つ ま りボスヤ ン ドウが地域住民 をして資源 を獲得す る際の一つの戦略 的拠点 として あることが
確認 され るのであ る。
さて第6章 では、 以上ふ たつの事例 対象地 とは異 なった郊外 に立地 す るチブブールのボスヤ ン ドゥが
活発化 し大規模化 す るボスヤ ン ドゥの典 型事例 を構成 するもの として取 り上 げ られ、 その要 因がカデル
の属性分析 な どを踏 まえて多面 的に検討 され る。 そ して そ こでは何 よ りも、RTIRWの 組織構成/組 織
資源 に深 く投錨 す る、 ボスヤ ン ドゥの地域活動 の組織化機 能 に目が向け られ る。つ ま りそこでは、 ボス
ヤン ドゥが まぎれ もな くRT/RW-PKKを 基盤iにした リクルー ト構造 に足 を下 して い ること、 しか しそ
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れは来住 層 と地 付層 とが利用 しなが ら、新 たに構築 する住民組織化の礎 とな るような形 で存在 す ること
が確 認 され る。 こうして 「住 ま う」 こ とを共通 の契機 とするよ うな 「地元意識 」や地域 への愛着や責任
感がボスヤ ン ドゥとして具現化 してい ることが明 らか にされ るので ある。
第7章 では、 以上三つ の事例 によって描 出 され たボスヤン ドゥの性格が、 それぞれの リーダーシ ップ
構造 の分析 を縁 由 して再度検討 に附 され る。 ここでは、 ボスヤ ン ドウの運営がボスヤ ン ドウ長 に一元化
されてい るもの と、一定程度の透明性 を有 し、相互 の話 し合 いによる解決を遵守 す る、 多元 的な構造 に
よって(ボ スヤン ドゥが)運 営 されてい るもの との二つ の型が抽出 され る。 そして この二 つの型がせ め
ぎあ う中で、現実 に地域 の女性たちがカデルに就任す る ことを通 じて、相 互の コミュニケーシ ョンを増
や す とともに、様 々な学習 によって 自 らの活動領 域 を拡大 して い るこ とが指摘 され る。 この ようして
「参加 に もとつ く実践で あるボスヤ ン ドゥ」 とい う位置づ けを得 るに至 る。
以上 の展開 を受 けて、結語 では、 ボスヤ ン ドゥを実践 コ ミュニテ ィ として概括 し、 その可能性 と課題
が論 じられ る。 そ こで は、何 よ りもボスヤ ン ドゥが地域の生 きた 「実践」 の場 として存在 し、組織化 の
結節点 として機能 して いることが強調 され る。 同時 に、実践 コ ミュニテ ィを地域社会 の分析手法 として
導入 する ことで、ボスヤン ドゥの もつエ ンパ ワーメン トや エージェンシーの階層的な性格(=「 階層性 」)
を見逃 して しま う惧れのあ ることが指摘 され る。 こうして本 論文全体 を通 して、 ボスヤ ン ドゥが相互作
用 の場 としての地域社 会 を具現化 す るもの として論 じられなが ら、最後 にボスヤン ドゥの もつ両義的性
格 にたいす る言及 がな され る。
本論文 は、従 来、 どちらか とい うと 「開発体 制」の下で 「上か ら」 の権力的作用 によって 自律性 の基
盤が損なわれて きた とされ るボスヤ ン ドゥにっいて、綿密な聞取 り調査 と周到 な資料サーベイ にもとつ
いて得 られた知見 を総動員 して、庶民生活の創 造性 と能動性 に立脚 す る実践 コミュニテ ィ としてのボス
ヤ ン ドゥの抽出 に成功 してい る。 も とも と国内外 においてボスヤ ン ドゥに関す るモ ノグラフが絶対的に
不足 して いる とい う研究環境 のなかで、本論文は長期 にわた るフィール ドワークに裏打 ちされた包括 的
で体 系 的 な最 初 の ボスヤ ン ドゥ研 究 として の質 を獲 得 して い る。 しか もそ の場 合、DKIジ ャカル タ
(ジ ャカル タ首都特別 州)の 一定の地域類型化 にも とつ いて析 出 され た複数 のフィール ドに降 りたって、
ボスヤ ン ドゥの多様 な存立形態 を浮かび上が らせ ることに腐心 して いる。 そこで観取 され る、 フィール
ドの個性 に ともな うバ イ アス を慎重 に回避 しよ うとす る著者 の研究 態度 とその結 果得 られたボスヤ ン
ドゥに関す る多様性認識 は、本論文 によって得 られた知見が現時点 において至高の価値 をもつ に とどま
らず、後 に続 く研究 に大 きな刺戟 を与 えるに違 いない とい うことを確信 させ るものであ る。 いずれにせ
よ、本論 文が社会学 のみな らず、広 く開発研究一般 にたい して新 しい局面 を開 くものであ ることは疑 い
を容れない。
したが って、本論文 の提出者 は、博 士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分な資 格 を有 す るもの と認 め
られ る。
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